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報告（第 2 日目）に関するコメント
宮下　修一
1 ．講演を受けての問題整理
　シュミット＝ケッセル教授は、第 1 日目に行った講演に引き続き、デジタル
コンテンツ契約の具体的な性質に踏み込んだ講演を第 2 日目に行った。ここで
は、ともすれば公法上の視角からのみ検討されがちなデジタルコンテンツに関
して、私法上の契約の視角から分析するという、これまた非常に興味深い試み
が展開された。
　筆者は、個人情報保護法制を専門として研究しているわけではないので、あ
くまで民法・消費者法の視座から検討する能力しかないが、本報告を受けて、
以下の 3 つの問題意識からコメントをさせていただくこととしたい。
【問題意識】
　① 個人データを受け取ってデジタルコンテンツの提供をする側と、その提供
を受ける側の間における債権―債務の内容は何か。
　② ①の債権―債務関係が有償か無償かによって、その関係性（契約の拘束
力）は変化するか。
　③ 債務者が約定の債務を履行しなかったり、債権―債務関係の目的であるデ
ジタルコンテンツに瑕疵があったりした場合に、債務者はどのような責任
を負うか。
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2 ．デジタルコンテンツ契約の債権―債務関係
（ 1 ）デジタルコンテンツ契約における「債権」・「債務」
　まず、デジタルコンテンツ契約について、コメンテーターなりに理解した債
権・債務関係を図で示すと、下記のようになる。
　ここでは、通常の「物」ではなく、デジタルコンテンツの提供と個人データ
の提供が、双方の当事者の有する債務の内容となる。教授は、ドイツ民法典
（BGB）の給付概念はきわめて広いので、個人データを給付対象（目的）とす
ることに債務法上の問題はなさそうであると指摘する。
　ひるがえって、日本における議論に目を向けると、「債権」という概念は、
伝統的には、ある特定の人が他の特定の人に対して、ある特定の行為（給付）
をすること（またはしないこと）を請求することができる権利であると理解さ
れてきた。ここから派生する理解として、特定人（債権者）が特定の義務者
（債権者）をして一定の行為（給付）をなさしめ、その行為（給付）のもたら
す結果ないし利益を当該債務者に対する関係において適法に保持することがで
きる権利が「債権」であるとするものもある（以上については、中田裕康『債
権総論（第 3 版）』〔有斐閣、2013年〕14～17頁）。
　これに対して、近時は、「債権」を「給付」ではなく「利益」、すなわち債権
関係を通じて獲得しようとする利益（債権者利益）を実現する権利と理解すべ
きであるという主張も有力になされている（潮見佳男『新債権総論Ⅰ』〔信山
社、2017年〕152～157頁）。
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　教授の見解は、デジタルコンテンツの提供や個人データの提供を従来の「給
付」の枠組みで捉えることを前提としているようであるが、とりわけ個人デー
タにはそれを用いてさまざまな用途に活用する可能性があることを考えると、
単に提供するという行為を超えているようにも思われる。
　はたして、上記の提供が財物のように従来の「給付」の枠組みで捉えること
ができるのか否か、場合によっては「利益」という観点から捉え直すことが可
能か否か、教授の見解をお聞かせ願いたい。
（ 2 ）私法上の観点からの研究の必要性
　次に、これは質問というよりは、報告から受けた日本の法制度に対する示唆
の確認ということになるが、個人データの取扱いに関する私法上の観点からの
研究の必要性についても一言しておきたい。
　日本では、個人データの利用に関するルールは、行政法的な色彩が強い「個
人情報保護法」で定められている。
　教授は、ドイツにおける議論を参照しつつ、個人データの利用は、①人格権
保護の観点からは物権法的な検討の対象になり、また、②商業利用の観点から
は債務法（債権法）・契約法的な検討の対象になると指摘し、それらの観点か
ら深い洞察を加えている。
　しかしながら、日本においては、民事法の観点からの検討は皆無に等しい。
　個人情報保護法上は、原則として、個人情報の「取得」にあたって本人の同
意を得ることは不要である。すなわち、個人情報を取得する際にあらかじめそ
の利用目的を公表し、または、取得後速やかに本人に通知し、もしくは公表し
ておけば、本人の同意は不要とされている（同法18条 1 項）。もっとも、目的
外の使用（16条）や第三者への提供（23条）に際しては、本人の同意が必要で
ある。また、2015年 9 月に公布された同法の改正法により、要配慮個人情報
（人種や信条、社会身分、病歴、前科前歴など本人に対する不当な差別や偏見
が生じないよう特に配慮を要する個人情報）の取得には、原則として本人の同
意が必要とされている（17条 2 項／ただし、例外的に本人の同意を不要とする
東洋法学　第61巻第 2 号（2017年12月）
243
場合も存在することに注意）。
　もっとも、上記における個人情報保護法上の「同意」をめぐる議論は、当事
者間の「合意」を前提とする契約理論とは直接リンクしておらず、同法の制定
や改正をめぐる議論においても特段の言及はされていない。これは、そもそも
同法の立法や改正の作業には、民法を専門とする研究者が参画していなかった
（というよりも、元々参画することが予定されていなかった）ことに原因があ
るように思われる。
　しかしながら、本来であれば、個々人が個人データを事業者や団体等に提供
するというのは、一種の契約に基づくものであって、その観点からの検討が必
要不可欠であろう。本日の教授の報告は、日本においても、契約法上の観点か
らの検討を行う必要性を示唆するものとして非常に重要な意味をもつものとい
えよう。
3 ．債権―債務関係の有償性・無償性と契約の効力
（ 1 ）デジタルコンテンツ契約の有償性
　教授は、続いてデジタルコンテンツ契約が有償であるか、無償であるかとい
う観点から、次のような検討を行っている。
　① 個人データの伝達は、給付を対価とする個人データに関する契約の構成部
分である。このような契約を受けて、債権者は、個人データ保護法上の債
務者の同意を得て個人データの調査・加工処理をすることが可能となり、
個人データの経済的価値を適切な方法で現実化することができるようにな
る。
　② 個人データの提供に関する「同意」は、そのデータを商業化するための鍵
となる。ドイツにおけるデータ保護法上は、同価値の契約上の給付へのア
プローチが、当事者にとって、同意なしでは不可能か、または予測できる
方法では不可能なときは、契約の締結を当事者の同意に係らしめることは
できないとされている。なお、データ債権者が金銭で選択的な（及び予想
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できる）価格を提示しなかった場合には、反対給付としてのデータの使用
は上記のルールに抵触することになる。
　③ データ提供の「対価」として、無償広告が提供されることがある。もっと
も、デジタルコンテンツと交換関係に立つ個人データ提供を含む契約の締
結は、無償の契約関係とは整理できない。なぜなら、データの提供を受け
ることによりデータ債権者が得る利益によって、有償性が基礎付けられる
からである。
（ 2 ）デジタルコンテンツ契約の拘束力
　教授は、契約の拘束力が制限される（契約の拘束力が弱められる）根拠は、
一般には契約の無償性に求められるとしつつ、そのような制限が「反対給付と
してのデータ」にも当てはまるか否かという問題は、純粋に概念的ではなく政
策的に決定されるべきであるという。そのうえで、個人データを対価とするデ
ジタルコンテンツの契約作成には、無償契約における契約の拘束力の「制限」
を、「制限的にだけ」取り込むことができるとする。というのも、デジタルコ
ンテンツは、データの伝達と利用可能性を創出することと引換えにしてのみ供
給されるものであって、債務者もデータ提供によるデジタルコンテンツの取得
と保有を計算しており、利他的な部分と保護の必要性の現象を見て取ることが
できないからである。
（ 3 ）個人データ送信の対価性
　それでは、個人データのやりとりは、どのような可能性を有するか。教授に
よれば、債権者は、個人データを取得して、直接的・潜在的にそれを商売に利
用することができることになる。これに対して、債務者は、デジタルコンテン
ツ（アプリ等）を利用することができ、また、広告を受信できるようになる。
（ 4 ）疑問
　以上のように、教授の議論においては、デジタルコンテンツ契約の有償性と
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拘束力に関して詳細な検討がなされている。
　ところで、日本でも無償契約については拘束力が緩和されているが（贈与・
使用貸借等）、有償契約については、原則として強い拘束力を有する。このよ
うな状況を考慮すると、教授の提案のように、一定の有償性を認めつつ、無償
契約と同様の拘束力の緩和を認めるということは可能なのか。また、可能だと
すれば、どの程度の拘束力を有するのか。
　この点についても、ぜひご教示いただきたい。
4 ．デジタルコンテンツに関する債務不履行責任・瑕疵担保責任
（ 1 ）デジタルコンテンツ契約の債務不履行
　例えば、デジタルコンテンツ契約が締結された場合に、個人データの債務者
が当該データの提供をしない場合に、債権者は履行請求をすることができるで
あろうか。教授は、自然債務のように考えて訴求不可能と考える方法と、デー
タ提供の同意は撤回できるのであるからその撤回がなされれば履行請求権も消
滅すると考える方法の 2 種類があるとする。
　また、給付されるデジタルコンテンツの品質が一定の水準を保っていない場
合に、債権者はどのような責任を負うのだろうか。さらに、提供されたデータ
に瑕疵がある場合に、債務者はどのような責任を負うのだろうか。
　日本においては、契約の目的物に瑕疵がある場合には、現行民法であれば瑕
疵担保責任の軽減、改正民法であれば契約内容に適合しないものの給付として
債務不履行で処理されることが予定されている。もっとも、それが無償で提供
されるコンテンツやデータにもあてはまるか、あるいは、仮に瑕疵担保責任ま
たは債務不履行責任が認められるとして、どのような損害が発生するか、もし
くは履行利益の賠償まで認められるのかといった問題は、特に議論されていな
い。
　教授の指摘によれば、上記の場合には信頼利益に相当する損害の賠償責任を
負うにとどまるものとされている。もっとも、その場合の信頼利益とは何を意
味するのであろうか。ぜひともご教示願いたい。
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（ 2 ）デジタルコンテンツ契約の解除
　教授によれば、デジタルコンテンツ契約を解除した場合には「巻戻し」が必
要となるとされる。ここでは、データ債権者はデータの消去義務を負うことに
なる。また、データが当事者の固有の財産的価値を有するときは、データが割
当内容（Zuweisungsgehalt）を持つ権利であることを承認することになり、そ
の割当内容が侵害されたときは、不当利得返還請求権の侵害利得を発生させる
ことになるという。
　この点について、 2 つの疑問がある。
　 1 つは、データ債権者はデータの消去義務を負うとするが、債務者はその義
務が履行されたことをどのようにして確認するかという疑問である。
　もう 1 つは、上記の侵害利得でいうところの「利得」とは何か、すなわち、
無償で提供されるものに関する「利得」とはどのような形で評価するかという
疑問である。
　これらの点についても、ご回答いただければ幸いである。
6 ．終わりに
　繰返しになるが、わが国では個人データの提供は、行政法上の文脈で議論す
ることは一般的であっても、民法上の文脈で議論することはこれまでに意識的
には行われてこなかった。本講演は、まさにそのことの必要性を日本の研究者
に対して気付かせるものであり、非常に重要な内容を含むものであると考えら
れる。
　シュミット＝ケッセル教授には、遠く日本までお越しいただき、 2 日間にわ
たって非常に貴重なお話をいただいた。そのことに心から感謝を申し上げて、
コメントを終えることにしたい。
―みやした　しゅういち・中央大学法科大学院教授―
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